
IRD、国外源泉所得非課税制度の運用に関する
追加ガイダンスを公表

2024年7月5日、内国歳入局（以下、「IRD」）は、国外源泉所得非課税（以下、
「FSIE」）制度に関するよくある質問集（以下、「FAQ集」）1と設例2をそのウェブ
サイトにて追加公表しました。

FSIE税制は、2023年1月1日以降に香港で発生して受領する特定の国外源泉
所得に適用されます。FSIE税制の下では、非課税扱いの条件を満たさない場合、
その所得は「香港にて受領」した時点で課税対象となります。

内国歳入法（以下、「IRO」）のセクション15H（5）において、「香港にて受領した」
の定義は以下のようになっています。

本条の適用上、「香港にて受領した」の意味を制限することなく、次に該当する
場合は、「香港にて受領した」ものと見なす。

(a) 香港に送金されたり、持ち込まれた所得額

(b) 香港での取引、サービス又は事業に関連して生じた負債の履行の原資と
なる所得額、又は

(c) 香港に持ち込まれる動産の購入の原資となる所得額

IRDが追加したFAQ集と設例を通して行った主な説明について、以下の通り、
解説します。
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1. FAQ集は以下のリンクからアクセスできます。
FAQ on FSIE Regime - Frequently Asked Questions、香港内国歳入局、
https://www.ird.gov.hk/eng/faq/fsie.htm（2024年7月16日アクセス）

2. 設例は以下のリンクからアクセスできます。
IRD: Illustrative Examples、香港内国歳入局、
https://www.ird.gov.hk/eng/tax/fsie_example.htm（2024年7月16日アクセス）

https://www.ird.gov.hk/eng/faq/fsie.htm
https://www.ird.gov.hk/eng/tax/fsie_example.htm
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未送金のFSIE所得の追跡

FAQ 設例9：

IRDは、香港へ未送金のFSIE所得が香港外に所在する

動産又は不動産の取得に使用され、その後、当該不動産
が売却された場合、その売却による所得は依然として
元の未送金のFSIE所得として見なされると述べています。
これは、その後、何度再投資されても同様であるため、
売却による所得が香港に送金されるか、又はその他の
方法で処分されるまで、未送金のFSIE所得の追跡が必要
となります。

IRDは、元の未送金のFSIE所得については、このような

資産の取得や売却などの再投資活動から損益が生じたと
しても、FSIE税制の対象となる金額は変更されるべきでは
ないと示しています。

例えば、100香港ドルの未送金FSIE所得が動産取得に

使用された場合を考えてみましょう。この動産はその後、
シナリオ（i）では130香港ドルで売却され、また、シナリオ
（ii）では80香港ドルで売却され、その売却収入は香港に

送金されるものとします。この場合、いずれのシナリオでも、
非課税条件が満たされていなければ、香港で受け取った
売却収入のうち、FSIE税制の下で課税される金額は
100香港ドルとなります。つまり、シナリオ（i）の送金額が
130香港ドル、シナリオ（ii）の送金額が80香港ドルであった
としても変わりません。

その後、資産の取得や売却から生じる利益や損失がFSIE
税制の下で事業所得税の課税対象となるかどうかは、当該
売却に関連する事実と状況を考慮して別途検討されます。
つまり、この設例では、上記のシナリオ（i）の場合の30
香港ドルの譲渡益と、シナリオ（ii）の場合の20香港ドルの
譲渡損が、FSIE税制の適用対象となるかどうかは別途
検討されることになります。

EYの所見

実際には、納税者はまず、未送金のFSIE所得を資産取得
に使用することが、IROのセクション15H（5）（b）の下で、

香港での取引、サービス提供、又は事業に関連して生じた
負債の履行と見なされるかどうかを判断する必要があり
ます。その場合は、当該FSIE所得はすでに「香港にて
受領した」ものと見なされることになります。その場合、
その後の資産の譲渡益を追跡する必要はありません。

この点に関して、IRDは過去、設例7において、香港で行う

事業に関連する海外資産を取得するために未送金の
FSIE所得を使用することは、納税者がIROのセクション
15H（5）（b）に基づく負債の履行に見なされる可能性が

高いと述べています。この場合、資産の取得前に既存の
負債があるかどうかにかかわらず、取得自体が納税者と
売主との間に新たな負債を生じさせる可能性が高いから
です。

そのため、取得した海外資産の多くが、納税者が香港で
行っている事業活動に何らかの形で関連していると見な
される可能性があることを考えると、IROのセクション15H
（5）（b）に基づくみなし受領ルールの潜在的な適用範囲は
広いと言えます。

ただし、IROのセクション15H（5）（b）に基づくみなし受領
ルールに関するこの一般的な取扱に対する例外が、IRD
の事前裁定事例第72号で示されています。そのケースで
は、内国歳入局長官（以下、「CIR」）は、投資持株会社が
被投資企業の既存株主として、未送金のFSIE所得を当該

被投資企業への追加出資に使用することは、既存株主が
香港で行う投資持株事業に関して負債を履行することに
は該当しないと裁定しました。CIRは、この追加出資は
他の株主から購入したものではなく、納税者が被投資

会社自体が発行する追加持分を引き受けることによって
取得したものであって、IROのセクション15H（5）（b）に
基づく事業負債の履行には該当しないという立場をとって
いるようです。

とはいえ、この例外的なケースでは、既存の株主は、IRO
のセクション15H（5）（c）が適用される可能性を無視したと
しても、セクション15H（5）（a）に基づく現物受領ルールに
基づいて、追加出資がその後どのように処分されるかを
追跡する必要があると考えられます。
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FSIE税制の施行日前に行われた取引について、所得の発生、受領が施行日以降になった場合の経済的
実体要件について

FAQ 設例25：

2022年に株式持分に係る国外源泉譲渡益を得た事例において、その後2023年に、売却対象法人の目標業績が達成
されたため、納税者は、譲渡契約に基づいて、事後的に追加の成功報酬を受け取る権利を取得しました。

ここでの論点は、（i）2023年に発生し受領されたこの偶発的な所得が、FSIE税制の施行日前の2022年に行われた譲渡
によるものであることから、FSIE税制の対象となるかどうか、また、（ii）FSIE税制の対象となったとしても、この偶発的な
所得について非課税扱いに関する経済的実体要件を満たしているかを判断するための基準期間はどうなるか、という
ことです。

IRDによると、当該偶発的な所得は2023年1月1日以降、すなわちFSIE税制の施行日以降に発生し受領したものである
ため、元の取引が2022年に行われたとしても、FSIE税制の対象となります。また、経済的実体要件を満たしているかどうか
の判断については、IROのセクション15K（2）の明確な規定に基づき、当該所得が発生した2023年が基準期間となります。
したがって、当該偶発的な所得が発生した課税年度において、納税者が香港で経済的実体を有していなかった場合、
経済的実体要件は満たさないと見なされます。

EYの所見

これは特殊な事例である可能性はありますが、EYは、IRDが関連する法規の解釈に基づいて、この質問についての見解
を示したことを歓迎します。

間接投資が所在する国・地域で、直接出資の譲渡に対して課税される場合の取扱について

FAQ 設例28：

この質問は、FSIE税制の下での資本参加免税の適用において、納税者の直接投資を譲渡する際、間接投資が所在する
国・地域で課された税金が、直接投資の譲渡に関して負担した税金と見なされるかどうかというものです。このような
シナリオを以下に図示します。

IRDは、関連する法規定においては、海外で負担する税金が直接投資の所在する国・地域で課されるといった要件は
ないため、この設例では資本参加免税が適用されると示しています。

EYの所見

多くの国・地域がその国・地域内に所在する株式投資の間接譲渡に関し課税していることから、IRDがこの問題を明確化
したことを歓迎します。

香港会社
[香港]

X社
[X国・地域]

Y社
[Y国・地域]

*当該譲渡益は、Y国・地域にて間接譲渡に係る法人所得税の課税対象となり、Y国・地域の基準税率は15%を超えている。

香港

海外

香港会社はX社の譲渡益を得たが、Y社の間接
売却によりY国・地域にて税金が課せられた*
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株式投資の譲渡が関係する国外で非課税扱いとなる場合について

FAQ 設例29：

IRDは、株式投資の譲渡について、いかなる外国税も支払われていない場合（間接譲渡に対して外国税が支払われてい
ない場合を含む）、そのような譲渡益はFSIE税制の下で資本参加免税の「課税対象」条件を満たさないとしています。

これは、当該国・地域がそのような投資に対する参加免除制度を運用していることで、株式投資が所在する国・地域で
のみ譲渡益が課税されない場合でも当てはまります。

EYの所見

IRDは、さまざまなフォーラムを通じて、資本参加免税の適用には、関連する国・地域の主要税率より低額であったとして
も、外国税金を納付する必要があることを強調してきました。EYは、IRDがFAQ集でこの問題を再確認したことを歓迎して
います。

対象利益の一部のみに15%以上の税が課される場合の配当所得に対する資本参加免税について

FAQ 設例30：

この質問は、100香港ドルの配当金所得が、（i）15%以上の税率で適格類似税が課される80香港ドルと、（ii）非課税
所得の20香港ドルから構成される場合に資本参加免税の適用対象となるかどうかに関するものです。下図はこのような
状況を示しています。

IRDは、IROのセクション15N（2）が、資本参加免税の「課税対象」条件を満たしていると見なされる特定の状況を規定
していると述べています。その条件を満たすためには、（i）配当金の対象利益について、外国において15%以上の税率で
適格類似税が課されること、（ii）当該所得が当該配当額以上であることが必要です。

この設例では、対象利益である100香港ドルのうち80香港ドルのみが外国の適格類似税の対象となっていますが、
その80香港ドルは受取配当額100香港ドルを下回っているため、上記（ii）の条件を満たしません。したがって、この
受取配当金には資本参加免税は適用されないことになります。資本参加免税の「課税対象」条件を判断する際は、
配分アプローチを採用する余地はないと説明されています。

EYの所見

この場合、配当の申告を2つに分けて行い、最初は80香港ドルの対象利益から、その後は20香港ドルの非課税所得
から行うことを検討することが可能です。このような方法により、実質的に配分アプローチと同様の効果が得られると
考えられます。つまり、最初の配当の申告分については資本参加免税の対象となりますが、2つ目の申告分については
対象となりません。

香港会社
[香港]

X社
[X国・地域]

海外子会社

100香港ドルの配当金所得
（海外子会社からの配当金80香港ドルと、
X国・地域にて非課税所得となるX社から
の受取利息20香港ドルから成る）

80香港ドルの配当金所得
（15%以上の法人税が課される）
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知的財産権のグループ内譲渡に係る軽減措置と、その後の譲渡に係るR&D比率について

FAQ 設例33：（i）知的財産（以下、「IP」）に係るグループ内譲渡益の軽減措置がどのように運用されるか、（ii）IPの
グループ外事業体への譲渡に対する研究開発（以下、「R&D」）比率がどのように計算されるかに関するものです。

設例を以下に全文掲載します。

2024年、S社は適格知的財産を自社開発し、100香港ドルの適格R&D支出（以下、「QE」）を負担しました。2025年
1月1日、S社はその適格な知的財産を関連グループ企業であるA社に150香港ドルで譲渡し、50香港ドルの譲渡益を
得ました（すなわち150香港ドル-100香港ドル）。S社は、IROのセクション15OA（3）に規定されているグループ内譲渡
に係る軽減措置の下で、この譲渡益に対して税額軽減を申請しました。

2025年、A社はこの適格知的財産に関連して以下の支出を負担しました。

    2025年
    香港$
 QE   60
 非適格支出（以下、「NE」）  100*
 A社が負担したQEとNEの総額  160

*この金額は、適格知的財産のグループ内譲渡について、A社がS社に支払った100香港ドルのみなし取得対価です。
実際に支払われた対価は150香港ドルでしたが、IROのセクション15OA（5）に従って、A社は100香港ドル（すなわち、
S社が負担した適格R&D支出）で当該適格知的財産を取得したと見なされます。

2026年1月1日、A社は当該適格な知的財産を230香港ドルで非関連会社に譲渡し、70香港ドルの譲渡益を得ました
（つまり、230香港ドル-160香港ドル）。

（i）当該適格IPの譲渡益はすべて香港外源泉であって、譲渡日で香港にて受領され、（ii）S社とA社は保有期間を
通じて関連会社の関係を維持し、両社とも事業所得税が課されたと仮定します。

IROのセクション15OAに基づくグループ内譲渡の軽減措置は、多国籍企業（以下、「譲渡企業」）がその関連企業
（以下、「譲受企業」）に資産（以下、「対象資産」）を譲渡した際に生じる国外源泉譲渡益に対する課税を繰り延べる
ために導入されたものです。グループ内譲渡の軽減措置が適用された場合、対象資産の譲渡から生じる譲渡益は、
譲受企業が非関連会社に対象資産を再譲渡する際に課税対象となります。譲受企業はさまざまな面で譲渡企業の
立場を引き継ぐと考えられます。対象財産が適格IPである場合には、IROのセクション15OA（9）に基づいて適格IPに
関するR&D比率を算定する目的で、譲渡企業と譲受企業の双方が負担したQEとNEは、単一の企業が負担したかの
ように扱います。この設例では、S社が適格IPの開発のために負担したQEについても、A社が負担したQEとして
扱われます。IROのセクション15OA（5）に基づき、A社がS社に支払ったみなし取得対価100香港ドルについては、
適格IPに関して同グループが負担した支出の二重計上を避けるために考慮外とします。

A社が受領した適格IPの譲渡益に適用されるR&D比率は以下の通りです。

したがって、2026年の譲渡益70香港ドルのうち、FSIE税制の下で非課税となる部分は70香港ドル（70香港ドル
×100%）となります。

(100+60)x130%

100+60
=130%（100%を上限とする）
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株式持分投資の内部譲渡について、グループ譲渡企業が支払った税金がグループ譲受企業に帰属できる
かどうか

FAQ 設例38：

特定の状況において、株式持分の譲渡益に対する資本参加免税について、「課税対象」の条件がどのように解釈される
かという設例です。設例を以下に全文掲載します。

EYの所見

EYは、さまざまなフォーラムを通じて提起してきた、これら2つの設例に関わる質問についてIRDが対応したことを歓迎
します。

最初の設例では、グループ内のIP財産の譲渡に伴う譲渡益について、譲受企業が当該IP資産をグループ外の企業に
譲渡するまで、その課税が繰り延べられることが説明されています。また、その後のIP資産の譲渡益に適用されるR&D
比率を計算する際には、過去のグループ内でのIP資産譲渡に対して支払われた対価を連結消去できることが明確化
されたことも有用です。

このような連結消去がなければ、関連する研究開発費の二重計上が生じ、譲渡側が負担したQEが、譲受側が払った
IPの取得費用という形で、譲受側のNEとして計上されてしまいます。その結果、R&D比率が下がり、FSIE税制の下で
非課税扱いとなる株式持分の譲渡益の割合も引き下げられてしまう可能性があります。

セクション15OA（9）を文字通りに解釈すると、連結消去が明確には認められるようには見受けられないため、R&D比率
の計算方法に関するこの明確化は特に歓迎します。

2つ目の設例にて、子会社Fのグループ内譲渡の譲渡益に対しS社が支払った税金が、A社が支払った税金に帰属し
得ることが明確化されたことも同様に歓迎されます。特に、関連する法規定を文字通りに解釈しても、そのような帰属を
明示的に認めているようには見えないためです。このような明確な説明がなければ、A社はFSIE税制の下で8香港ドルの
譲渡益に対する資本参加免税が認められなかったでしょう。

FSIE税制の規定の多くは、特定の事実状況での適用において複雑です。FSIE税制の運用についてご質問がある場合、
ご担当の税務専門家にご相談ください。

S社は、100香港ドルの費用で取得したF国・地域に所在する子会社Fの株式持分を110香港ドルでA社に譲渡しました。
S社は、10香港ドルの国外源泉の株式持分譲渡益（つまり110香港ドル-100香港ドル）について、F国・地域で20%の
源泉徴収税が課されました。S社とA社は関連会社であり、S社は10香港ドルの譲渡益についてグループ内譲渡に
係る軽減措置を申請しました。

その後、A社は子会社Fの株式持分を108香港ドルで非関連会社に譲渡しました。A社は、子会社Fの売却により
2香港ドル（つまり108香港ドル-110香港ドル）の会計上の損失が発生したため、A社はF国・地域において売却に伴う
税金を支払いませんでした。

S社の譲渡益にはグループ内譲渡に係る軽減措置が適用されたため、A社は子会社Fの株式持分を100香港ドルで
取得したと見なされ、FSIE税制の適用上、子会社Fの譲渡益は8香港ドルとなります。

株式持分の譲渡益に関する「課税対象」条件については、IROのセクション15N（2）（c）に、譲渡益が香港外の国・
地域において適格類似税の対象であるとIRD長官が認める場合には、IROのセクション15Mの下で資本参加免税が
適用されるという規定があります。

このシナリオでは、IROのセクション15OA（5）を適用した場合、A社が得た株式持分の譲渡益は8香港ドルとなります。
これは、S社が得た10香港ドルの譲渡益とA社が被った2香港ドルの譲渡損という2つの要素で構成されていると解釈
できます。また、S社は10香港ドルの譲渡益について、F国・地域で税率20%の源泉徴収税を支払っているため、結果
として8香港ドルの譲渡益に関する「課税対象」の条件を満たしていると認められます。
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